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我が国における道路などの政府の公共投資等
によって形成された社会資本は，戦後復興以
降，高度経済成長期を通じ現在に至るまで整備
され続けてきた。道路や港湾，住宅や下水道，
公園，河川の堤防やダムなど，社会経済活動や
国民生活，国土保全の基盤となる施設の整備に
使われる公共事業関係費は，2017 年度当初予
算では全体予算の約 6%を占め，約 6兆円計上
されている。近年では高度経済成長期に建設さ
れた社会資本が耐用年度を迎えることから，社
会資本の老朽化の進展や，老朽化による社会資
本の更新のための費用の増加が問題視されて
いる。国土交通省によれば，建設後 50 年以上
経過した社会インフラの割合について，2013
年度と 2033 年度を比較すると，例えば，道路
橋は 18%から 67%へ，下水道は 2%から 41%
へ，急増すると推計され，老朽化に伴う事故が
懸念されている。実際に，2012 年 7 月に大阪・
堺市で 40 年以上前に敷設された水道管が破裂
して 3万世帯以上が断水した例や，2012 年末
に発生した中央自動車道笹子トンネルの天井板
崩落事故など，その懸念は現実のものとなって
きている。懸念は，耐用年数の経過だけに留ま
らない。当時建設されたインフラ設備は，耐震
性基準が現在ほど整備されていなかったことか
ら，大規模災害時の不安を抱えている状況にあ
る。東海・東南海・南海地震など，南海トラフ
沿いで同時発生が予測される巨大地震や，それ
にともなう大規模な津波による甚大な被害に対
して，防災や減災のための備えが必要となる。 
これらの対策には経済的負担を伴う。国土交通

省の試算では，所管の社会インフラの新設を含
む予算が横ばいのままであり，このまま維持
管理・更新費用の支出を続けると仮定すると，
2037 年度には維持管理・更新費用すら足りな
くなると考えられている。しかし，近年の厳し
い財政状況から公共事業関係費は縮減する方向
にある。
逼迫する財政状況の中，時代の要請に合った

適切なインフラ維持管理・更新を行っていくた
めには，総合的かつ戦略的なマネジメントによ
り，計画に基づいた効果的・効率的な施設の経
営管理を実現する必要がある。すなわち，保有
する社会資本について，その量，老朽化の程度
や更新のコストを把握し，同時に，人口減少・
高齢社会における今後の需要を把握し，計画
的・効果的な維持管理・更新，処分・利活用，
複合化，民営化等，社会資本に対する時代的要
請，地域のニーズを踏まえた社会資本ストック
の価値の最大化を図る必要がある。
本稿では，社会資本の増減が生産効果にどの
ような影響を与えるのかを，実質国内総生産を
被説明変数，実質社会資本ストック，実質民間
資本ストック，労働投入量を説明変数とするコ
ブ=ダグラス型関数をベースとしたモデルを用
いて回帰分析を行い検証を試みた。また，分析
結果から限界生産力を推定し，社会資本の効率
性や老朽化についても検証を試みた。なお，実
質社会資本ストックについては，内閣府の社会
資本ストック推計に基づき，現存する固定資産
について評価時点で新品として調達する価格で
評価した粗資本ストック，粗資本ストックから
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供用年数の経過に応じた減価（物理的減耗，陳
腐化等による価値の減少）を控除した残存価値
で評価した純資本ストック，粗資本ストックか
ら供用年数の経過による効率性の低下を控除し
た資本の残存能力量で評価した生産的資本ス
トックの 3つに分類し，検証を行っている。検
証を行ったところ，3つともに共通して国内総
生産の社会資本弾力性がマイナスの値を示して
おり，粗資本ストックの場合より，純資本ス
トックあるいは生産的資本ストックの場合のほ
うがマイナスの値が大きくなっている。このこ
とは，公共投資により社会資本の充実化を図っ
ても，例えば人の済まない過疎地域での防災事
業，遊休工業団地の工業用水事業，ストロー効
果を誘発する交通インフラ事業など，地域別，
施設別にみた非効率な公共事業のウェイトが高
まると，経済活動の停滞を通じて，国内総生産
にマイナスの影響を与える可能性を示してい
る。国内総生産の民間資本弾力性がいずれの場
合もプラスの値を示していることから，公共資
本への投資は民間資本への投資よりも非効率な
ものであるという結果に至った。社会資本の限
界生産性についてもマイナスの値を取っている
ことより，公共投資による社会資本の形成は非
効率である可能性が高いということがわかる。
しかし，時系列変化を見ていくと大きな変化が
見られなかったため，老朽化による生産力効果
の減少はそれほどしんこうしていないことがわ
かった。
次に，内閣府『県内総生産』の県内総生産実
数が 1位の東京都と最下位の鳥取県，近畿地方
で最も高い大阪府，九州地方で最も高い福岡
県，本州からは離れた北海道，沖縄県の計 6県
について，都道府県別にデータを取り推定を
行ったところ，一概には言えないが，東京都や
大阪府などの大都市を抱える都道府県では社会
資本の効率性が減少し，逆に人口密度が低いよ
うな地域では効率性が増す結果となった。民間
投資については，県民総生産の額が大きい東京

都や大阪府で弾力性が大きくなることが分かっ
た。社会資本の限界生産性については，北海
道・東京都・沖縄県の三県では，係数がプラス
の値を取ったが，他県についてはマイナスに値
を取っており，公共投資の非効率さを示す結果
となった。
公共投資の推定結果を見ていくと，係数がマ
イナスになることが多く公共投資が非効率なも
のであることがわかった。道路などの公共財は
民間企業では非効率で行えないものを政府が代
わりに投資するものであると考えれば，この結
果にも納得がいく。老朽化については，限界生
産性を見ていくと，値自体は減少しているもの
の生産性という観点からは目立って老朽化が進
行している部分が見られなかった。しかし，今
回は 1980 年から 2009 年までの 30 年分のデー
タを使用しているため，純資本ストックの変化
率がマイナスに転じているため，現在では老朽
化が進行している可能性は十分ある。


